









額 田 洋 一
 はじめに
弁護士からロー・スクールの教壇に立ったにわか教師にとって、民事訴訟法
の学説状況やそれについての学生の理解に戸惑いを覚えることが少なくない。
その一つに「当事者間に争いのない間接事実についての証明の要否」という問
題がある。どういうことかというと、次のような学生の答案にしばしば出くわ
すのである。
『当事者間に争いのない事実については、弁論主義の第テーゼから裁判
所はその自白に拘束され、証明は不要である。しかし、弁論主義の対象は
主要事実に限られるので、間接事実については当事者間に争いがなくても
証拠によって認定されなければ判決の基礎とすることはできない。』
言うまでもなく、この答案の前段は（主要事実については）正しいが、後段
は誤りである。間接事実（補助事実も同様であるが）であっても当事者間に争
いがなければ、証拠による認定を経るまでもなく、そのまま判決の基礎として
よい。この点は、実務では当然のことと理解されている。
では、なぜ学生たちはこのような誤りに陥るのか。私は不思議に思い、代表
的な教科書や注釈書に当たったが、争いのない間接事実について証明不要であ
る根拠を明確に示したものは見あたらない。そもそも言及自体が少ない。他
方、実務書もまた、証明不要というだけで、その理由をまったく示していない
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のである。これでは学生ばかりを責めるわけにはいかない。と思うものの、私
自身が、きちんと学生の前にその理由を提示することができなかった。この問
題を愚考してみようと思い至った所以である
(１)
。
（以下、自白の裁判所に対する拘束力を「審判排除効」、自白者に対する拘束
力を「不可撤回効」、証明不要であることを「証明不要効」という。また、間
接事実につき争いがないことを「間接事実の自白」と表現することがある。）
 学説の状況
⑴ 民訴訟179条ないし証明不要効をめぐる学説の一般的状況
ア 民事訴訟法179条は「裁判所において当事者が自白した事実……は、証
明することを要しない。」と規定する。ここでは、単に「事実」とだけ規定さ
れており、主要事実に限るとか、間接事実は除外するという文言はない。で
は、学説で、そのように素直に読まれているだろうか。
イ 注釈書では、裁判上の自白については弁論主義により裁判所の心証が排
除され、その結果、証明不要となるとする考えを通説的見解と紹介している
(２)
。
最近刊行された教科書等でも同様である
(３)
。すなわち、弁論主義→審判排除効→
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() この問題について正面から論じた文献としては、山本克己「間接事実についての自
白─最一小昭和41年月22日民集20巻号1392頁」法学教室283号73頁（2004年）、加波
眞一「当事者に争いのない陳述の取扱いと証明不要効」法政論集223号93頁（2008年）
がある。拙稿も両文献、とくに加波論文に負うところが大きい。
() 兼子一原著、松浦馨＝新堂幸司＝竹下守夫＝高橋宏志＝加藤新太郎＝上原敏夫＝高田
裕成『条解民事訴訟法［第版］』（弘文堂、2011年）1029頁［松浦馨＝加藤新太郎］、
菊井維大＝村松俊夫原著、秋山幹男＝伊藤眞＝加藤新太郎＝高田裕成＝福田剛久＝山本
和彦『コンメンタール民事訴訟法Ⅳ』（日本評論社、2010年）51頁、笠井正俊＝越山和
弘編『新コンメンタール民事訴訟法』（日本評論社、2010年）720頁、谷口安平＝福永有
利編『注釈民事訴訟法（）』（有斐閣、1995年）88頁［佐上善和］、斎藤秀夫＝小室直
人＝西村宏一＝林屋礼二編著『〔第版〕注解民事訴訟法（）』（第一法規、1993年）
246頁。
() 伊藤眞『民事訴訟法［第	版］』（有斐閣、2011年）335頁、新堂幸司『新民事訴訟法
証明不要効という図式である
(４)
。弁論主義を出発点とする以上、伝統的な通説に
従えば、その対象は主要事実に限定され、その結果、弁論主義の対象から除か
れる間接事実の自白については証明不要の根拠が説明できなくなる
(５)
。
これに対し、河野正憲教授は、自白は証拠による確定からその事実を排除し
ようとする当事者の手続的処分行為であるとされたうえで、裁判上の自白は証
明の必要はなく、結果として裁判所と当事者を拘束するとされる
(６)
。通説とは説
明が逆であるが、間接事実は重要なものについてのみ上記の拘束力を認めるよ
うで、間接事実一般の証明不要効については明確でない。
ウ 近時の学説の関心は、自白が審判排除効及び不可撤回効をもつことを前
提に、このような「自白」の対象に間接事実が含まれるかという議論、あるい
は自白の拘束力の根拠を何に求めるかという議論にある。前者については、周
知のとおり、重要な間接事実も自白の対象となると説
(７)
が有力であるが、これら
有力説も基本的には弁論主義を出発点として、弁論主義の射程がどこまでに及
ぶかという問題意識である。後者については、審判排除効は弁論主義に、不可
撤回効は信義則ないし禁反言に根拠を求めるのが一般的であるが、当事者の意
当事者に争いのない間接事実の証明不要効
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［第
版］』（弘文堂、2011年）582頁、高橋宏志『重点講義民事訴訟法［上］［第版］』
（有斐閣、2011年）469頁、上田徹一郎『民事訴訟法［第版］』（法学書院、2011年）
356頁、林屋礼二『新民事訴訟法概要［第版］』（有斐閣、2004年）300頁等。
(	) 三ケ月章博士の「弁論主義という建前がとられるため裁判所の事実認定が拘束される
結果証拠による認定が不要になる」という記述に典型的に現れている（三ケ月『民事訴
訟法』（有斐閣、1959年）386頁）。
(
) 兼子原著・前掲書1034頁［松浦＝加藤］は、間接事実の自白は積極的な証明は要しな
いとするが、理由は示されていない。中野貞一郎＝松浦馨＝鈴木正裕編『新民事訴訟法
講義［第版補訂版］』（有斐閣、2008年）290頁［春日偉知郎］は「間接事実の自白
は、一般に弁論の全趣旨として斟酌されるにとどまる」とする。
() 河野正憲『民事訴訟法』（有斐閣、2009年）403頁、412頁。
() 新堂・前掲書585頁、高橋・前掲書468頁、中野ほか編・前掲書291頁［春日］、林屋・
前掲書301頁、松本博之＝上野泰男『民事訴訟法［第版］』（弘文堂、2012年）308頁、
山本和彦『民事訴訟法の基本問題』（判例タイムズ社、2002年）167頁等。
思ないし自己決定に求める説
(８)
もある。いずれにしても、学説の関心はストレー
トに証明不要効に結びつかないため、教科書等においても当事者に争いのない
間接事実についての証明の要否については言及がないか、あっても証明不要の
根拠は示されていないのが現状である
(９)
。
⑵ 間接事実の自白の証明不要効を論じた論文
これに対して、わずかではあるが（私が見逃しているだけかも知れないが）、
間接事実の自白についての証明不要効について正面から論じた論文がある。
① 池田説
(10)
池田辰夫教授は、「当事者と裁判所を絶対的に拘束する」「強い拘束力ある自
白」（狭義の自白）を「本来ないし固有の自白」とするのに対し、「主要事実以
外の事実についての自白のように、暫定的な証明不要効しか有しない、いわば
『弱い拘束力』の自白も裁判上の自白に含めなければならない」とされたうえ
で、「民訴法257条［現179条］は、絶対的であれ暫定的であれ、単に自白の不
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() 前掲の河野正憲教授の見解のほか、山本和彦教授は、自白は争点排除の明確な意思表
示であり自白の拘束力は意思表示による拘束力であると（山本和彦・前掲書158頁）、河
野憲一郎准教授は、自白者の行為責任としての自己決定による拘束力である（河野憲一
郎「民事自白法理の再検討（・完）」一橋法学第	巻第号（2005年）988頁）とされ
る。宇野聡教授は不可撤回性を根拠を争点排除の意思表示であるとしつつ、意思的要素
をはずし「制度的な効力の反映」を示唆される（宇野「裁判上の自白の不可撤回性につ
いて」鈴木正裕先生古希祝賀民事訴訟法の史的展開（有斐閣、2002年）458、459頁）。
これに対して、松本博之教授は、審判排除効は、当事者の意思ではなく陳述の一致に対
し法が与えた効果であるとされる（松本『民事自白法』（弘文堂、1994年）40頁）。
() 新堂・前掲書585頁、高橋・前掲書485頁は証明の必要がない（証拠調べを経ずに認定
してよい）とするが、理由は示されていない。梅本吉彦『民事訴訟法（第	版）』（信山
社、2009年）762頁は、「裁判所は当事者間に争いがないので証拠によって確かめること
から開放される」とするが、それ以上の説明はない（なお、同書758〜759頁は当事者に
争いのない事実と裁判上の自白を区別するが、いずれも裁判所の事実認定が排除される
とするので、やはり弁論主義を出発点とするものと思われる。
(10) 池田辰夫「裁判上の自白」（『新版民事訴訟法演習』（有斐閣、1983年））239頁以下。
要証効を規定したにとどまる、とみても許されるであろう」と述べられる
(11)
。こ
の考えによれば、主要事実・間接事実の区別なく証明不要効の説明がつく。強
い拘束力と弱い拘束力に分ける考えには大いに魅力を感じるが、両者に分ける
根拠は残念ながら示されていない。
② 山本克己説
(12)
山本克己教授は、間接事実についての自白に「裁判所に対する拘束力を認め
ない場合であっても、……反対の証明がなされないかぎり、自白された事実の
証明があったものとみなされる、という解釈が可能」、「自白された事実が不存
在であるという証明がなければ、裁判所は、自白された事実の証明があったも
のとみなさなければならない（と想定する）」と論じられる
(13)
。そのような効力
を認める根拠は、「当事者に争いのない事実は、真実である蓋然性が高い、と
いう点に求め」られるとされるのであるが
(14)
、上記のような解釈や想定をする根
拠として十分に説得的とはいい難いように思われる。
③ 加波説
(15)
加波眞一教授は、民訴法179条について、「証明不要として扱うレベルの問題
（証明段階の問題）としては、『顕著な事実』に対する場合と同質の（何らか
の採証法則ないし認定審理規律という、より技術的・政策的な）根拠により説
明し、その上で、179条の自白には、さらに一定の要件が認められる場合には、
弁論主義を根拠に、裁判所拘束力効という効果も追加的に認められると説明す
ることが可能であるなら、その方が適切ではなかろうか
(16)
」、「従来から認められ
当事者に争いのない間接事実の証明不要効
173
(11) 池田・前掲論文243頁
(12) 山本克己「間接事実についての自白─最一小昭和41年月22日民集20巻号1392頁」
法学教室283号（2004年）73頁以下。
(13) 山本克己・前掲論文74頁。
(14) 山本克己・前掲論文74頁。
(15) 加波眞一「当事者間に争いのない陳述の取り扱いと証明不要効」法政論集223号
（2008年）93頁以下。
(16) 加波・前掲論文108頁。
てきた裁判所拘束力効は、証明不要効と裁判所拘束力効に分析できる。前者は
適切な認定審理規律の必要性から、後者は弁論主義から認められる
(17)
」とされた
うえで、証明不要効の根拠を「無駄のない合理的で適正な認定規律の要請」、
「的確な争点整理の実効性確保のため等の審理の促進・効率化という政策的要
請」に求められる
(18)
。
民訴法179条を弁論主義の発現と（だけ）みず、事実一般について自白の証
明不要効の根拠を探ろうとする点はきわめて鋭い考察である。しかしながら、
同教授は、続けて、ここでいう「証明不要効」とは山本克己教授が説くよう
に、「自白内容と反対内容の証明がなされない限り、自白された事実は証明さ
れたものとして取り扱われることになる」という効力と理解するため、そのよ
うな「自白」の対象は、要件事実と「重要な間接事実」（民訴規則53条項、
80条項、81条項などを参照）に限定される。
実務は「重要な」で区別することなく、争いのない間接事実は証拠によって
認定することを要しないと理解しており、加波説では、このような実務の運用
を理論的に説明できないうらみが残る。
 実務家の見解
他方、実務家はどう述べているか。
実務家養成のバイブルともいうべき司法研修所の教材である『判決起案の手
引』を見ると、何ら理由を示すことなく、「間接事実についての自白（は）必
ずしも証拠によって認定する必要はなく、自白によってそのまま判断の基礎と
することが許される
(19)
。」と記述するのみである。補助事実に関する部分も同様
である
(20)
。
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(17) 加波・前掲論文109頁。
(18) 加波・前掲論文113頁。
(19) 司法研修所編『10訂民事判決起案の手引』（法曹会2006年）61頁。
(20) 司法研修所編・前掲書71頁、73頁。
裁判所書記官養成のテキストである『民事訴訟法講義案』でも、「間接事実
の自白については、証明不要効を認めることに異論はな（い）」とする
(21)
。学説
においても異論はないかはともかくとして、実務の感覚を端的に表している。
が、不要証の理由はない。
さらに、『民事証拠法体系』もまた、間接事実に「自白法則」の適用がある
かという議論に終始し、証明不要効は当然のこととするも、その根拠について
は説明がなされていない
(22)
。
 検討
⑴ 通説への疑問
当事者に争いのない事実についての証明不要効はどこから出てくるのだろう
か。
通説のように、証明不要効を弁論主義に基づく審判排除効の結果とすれば、
「自白」の対象は主要事実に限られ、間接事実の自白の証明不要効を説明でき
なくなる（弁論主義の対象が「重要な間接事実」まで拡大されるという有力説
でも、それ以外の間接事実は説明がつかない）。あえて証明不要の根拠を説明
するなら、両当事者の陳述の一致を弁論の全趣旨をとみて自由心証を適用する
ということになるのだろう。このように割り切るのも一つの方向である。
しかし、自由心証を適用するということは、あくまでも事実「認定」をして
いるのであり、民訴法179条が「証明を要しない」としている文理に反するし、
当事者に争いのない間接事実の証明不要効
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(21) 裁判所職員総合研修所監修『民事訴訟法講義案（再訂版）』（司法協会、2009年）184
頁。なお、同『民事訴訟法概説（八訂補訂版）』（司法協会、2006年）は、「ここにいう
『事実』は主要事実のみを指し、裁判上の自白の本来の効果は、主要事実に対する自白
のみに発生するのであり、間接事実や補助事実（文書の成立の真正）に対する自白は、
裁判上の自白の概念に含まれないとするのが通説・判例である」と通説的な説明をして
いるが、あくまで審判排除効、不可撤回効について述べたものと理解される。
(22) 門口正人編集代表『民事証拠法体系第巻総論Ⅰ』（青林書院、2007年）の「〔	〕自
白・擬制自白」（130頁以下）［渡邉弘］。
弁論の全趣旨の補充性にも反する。
もっとも、179条は弁論主義の発現であり、間接事実は弁論主義の対象外で
あるから間接事実には179条は関係がなく、弁論の全趣旨による「認定」と解
しても179条の文理には反しない、という反論が予想される。
だが、179条は「証明を要しない」とするだけで、審判排除効については何
も言及していない。179条を弁論主義の発現とみるのは、弁論主義の呪縛では
あるまいか。すなわち、本来「争いのない事実は証明不要」という（地味であ
るが本質的な）原則があるが、たまたま不要証という結果が同じなために179
条を（華麗な）弁論主義という原則の発現と誤解したのではないだろうか。証
明不要効と審判排除効を分離し、それぞれの根拠は異なるとする加波説の視点
が説得力を持つのである。
⑵ 私見
ア 証明不要効の根拠
「当事者に争いのない事実」が証明不要な理由を単純に考えてはどうか。
私は、民事裁判という制度そのものの中に、その理由があると思うのであ
る。現代の民事裁判は、私人間の紛争につき、証拠によって認定した事実に法
規を当てはめ結論を出す、という仕組みをとる。裁判所は、「証拠によって事
実を認定する」義務を負っている。自白は、このような裁判所の「証拠によっ
て認定する」という義務を解放するものにほかならない。これを、179条は
「証明することを要しない」と表現したものと考えられる（「証明を要しない」
とは挙証者に証明の義務を免除するように読めるが、自白と顕著事実を統一的
に理解しようとするなら、顕著事実かどうかは必ずしも挙証者にはわからない
のであるから、「証拠による認定を要しない」との読むのが素直である
(23)
）。
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(23) 現行民訴法179条は旧民訴訟257条をそのまま承継したものであるが、旧民訴法に257
条（のみ）をおいた理由は明らかではないようである（折原正夫「権利自白論（一）」
法学研究43巻12号（1970年）31頁）。
自白の法的性質について、観念の通知説と意思表示説があるのは周知のとこ
ろであるが、訴訟上の行為は当事者の意思的な行動であるから、自白について
も意思的要素を完全に排除することはできないのではあるまいか。なるほど、
自白は、通常は単に「認める」とか「争わない」という陳述で、積極的に「争
点にしない」とか「事実認定の基礎とすることに同意する」という意欲的・確
定的意思があるとまではいえない。しかし、「認める」としながら当該事実に
ついてなお「証拠調べによる事実認定を要求する」というは背理であるから、
単に「認める」という陳述に「証拠調べによる事実認定を要求しない意思」が
あると考えてよい
(24)
。
私は、このような「証拠調べを要求しない意思」によって、争いのない事実
について裁判所は「証拠によって認定する義務」から解放されると考える。
この点につき、加波教授は、「無駄のない合理的で適正な認定規律の要請」、
「的確な争点整理の実効性確保のため等の審理の促進・効率化という政策的要
請」が証明不要効の主たる根拠とされるのであるが、自白者はそのような政策
論に同調して自白をするわけではない。そもそも当事者は裁判を受ける権利を
有し、裁判所は当事者の求めに応じ裁判をなす義務を負う。あくまで当事者の
意思を第一に考えるべきで、訴訟経済的な発想を前面に押し出すことは適切で
ない。
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(24) 河野憲一郎・前掲（注）論文989頁、990頁は、自白の審判排除効及び不可撤回効の
根拠を当事者の意思に求める前提として、「認める」とか「争わない」という陳述に証
拠調べを排除する効果意思が表示されることは通常ないとしつつ、自白事実についての
「解明（したがって、通常は相手方の証拠の提出）を要求しないことも意味していると
見ることができる」として、当事者の真意を離れ「当該事実について裁判所による証拠
調べを要求しない意思」を解釈上構成できるとする。しかし、本文で述べたとおり、
「認める」と言いながら証拠による認定を求めるのは背理であるから、「解釈上構成」
するまでもなく、証拠による認定を求めない当事者の意思の存在を認めることができる
と考える。河野准教授は、審判排除効及び不可撤回効の根拠を当事者の意思に求められ
るため、そこまでの構成が必要になるのであろう。
イ 審判排除効
争いのない事実について証明不要である根拠を「証拠調べによる事実認定を
求めない当事者の意思」に求めるならば、その対象の事実は主要事実に限られ
ず間接事実・補助事実も当然含まれてくる。これに対し、審判排除効及び不可
撤回効の有無については、別の検討が必要である。証拠による認定を求めない
からといって直ちに審判を排除したり撤回できないことになるわけではないか
らである。
ここで、やはり弁論主義が問題になる。主要事実の自白は弁論主義の適用の
結果、裁判所は証拠による認定の義務から解放されるだけでなく、自白事実に
つき証拠による認定は禁じられる。自白者もまた拘束される。
しかしながら、間接事実については同様に論じることはできない。間接事実
については、争いがなければ当該事実については裁判所は証拠による認定義務
から解放されるが、主要事実が争われている以上、主要事実については証拠に
よる認定義務は残る。主要事実の認定は自由心証によるのであるから、間接事
実が固定されると自由な認定が妨げられる。より上位の主要事実についての認
定義務をより適切に果たすために、間接事実の自白は裁判所を拘束しないと解
すべきである（したがって、裁判所は証拠から認定された事実と自白された間
接事実が相容れない場合には自白事実を排除することができる）。裁判所を拘
束しない以上、当事者を拘束すると言っても無意味であるから、自白者も拘束
されないと解さざるを得ない。最終の立証対象は主要事実であるから、撤回を
許しても相手方の信頼を損なうということはない。少なくとも信義則違反とい
うような大きな非難は妥当しないであろう。結論的には、伝統的な通説と同一
になる。
ウ 「弁論主義」の対象
このように考えると、弁論主義の対象はなぜ主要事実に限られるのか、とい
う根源的な疑問に行き当たる。ここまで来ると、最早にわか教師の手に余る
が、憶測に憶測を重ねると、次のようにいえるのではないか。
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（ア）「弱い当事者主義」
民事訴訟の対象は私的な権利義務であるから、当事者主義が原則となる。裁
判所は、当事者の求めにより、当事者が求めた範囲で、当事者が提供した資料
を基礎として裁判をする。これが大原則である。したがって、裁判所は裁判の
資料を積極的に収集する義務を負わず、裁判の資料を提出する義務は当事者が
負う（Ⅰ-ルール）。また、裁判所は事実について当事者が争わない（証拠調
べを求めない）以上、証拠調べをする必要はなく、その事実を前提に裁判をし
てよい（Ⅱ-ルール）。裁判所としては、自白された事実については積極的に
証拠によって事実を認定する義務はない。以上の段階を、「弱い当事者主義」
と呼ぶことができよう。
（イ）「強い当事者主義」
上記のⅠ-及びⅡ-ルールを前提とすると、裁判所が主張のない事実を裁
判の基礎としたら、当該事実により有利な結論を得る側に裁判所が肩入れした
ことになり、当事者間の公平を害する。したがって、当事者主義は、裁判所
は、当事者が主張しない事実は、たとえ証拠調べから心証が得られても、取り
上げてはならないというルール（Ⅰ-ルール）を要求する。また、裁判所が、
自白事実について証拠調べにより別の事実を認定することは、相手方当事者か
らすれば、余計な口出しをするな、ということになる。したがって、当事者主
義を徹底するなら、裁判所は、争いのない事実について、証拠調べをしてはな
らないというルール（Ⅱ-ルール）が導かれる。この段階（Ⅰ-及びⅡ-
ルール）を、「強い当事者主義」と呼ぶこととする。
（ウ）「強い当事者主義」の限界
しかしながら、この「強い当事者主義」をすべての事実に適用すると、裁判
の運営に大きな支障を生じる
(25)
。そのため、長い民事訴訟の歴史の所産（人間の
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(25) 渡邉弘判事は、すべての間接事実に自白法則を適用するという考え方は、恐らく実務
の使用に耐えられない、とされる（門口編集代表・前掲書145頁）。
知恵）として、その適用の限界を主要事実・間接事実による区分で画すること
になってきたのではないか。
もう少し詳しく述べる。主要事実は、紛争の対象たる権利義務（訴訟物）の
発生・消滅の直接の根拠である。実体法に構成要件として一般的に定められて
おり、基準（当事者の攻撃防御の目標設定）としても明確である。これに対し
て間接事実は、主要事実を推認させるものであり、無限定である。また主要事
実を推認させるかどうかは一種の評価であり、当事者と裁判所の見方が一致す
るかどうかもわからない（ということは、当事者が有用な間接事実をすべて主
張するとは限らないし、裁判所が判決段階で当該間接事実の持つ意味に気づく
ということもありうる）。そのような間接事実についてまで、主張がないと判
決の基礎にできない（判決の基礎にするには、すべて釈明して主張させなけれ
ばならない）となると、訴訟の運営は非常に厄介になる。また、間接事実につ
いての自白が裁判所を拘束するとなると、裁判所は非常に窮屈な事実認定を強
いられることになる。主要事実が争われている以上、裁判所は、この主要事実
の存否について適切に認定しなければならないのであるから、そのための支障
になることは極力排除されなければならない。さらに不可撤回効まで視野に入
れると、間接事実につき自白と矛盾する主張がなされた場合にすべて撤回の可
否を判断しなければならなくなり余計な時間をとられることになる。このよう
な実際上の要請から主要事実・間接事実による区分が支持されてきたものと思
われる。
主要事実・間接事実による区分は理論的にも説明づけられる。訴訟物たる権
利の処分は自由であり、裁判所は当事者の処分に対して掣肘を加えることはで
きない。このことを承認するなら、訴訟物たる権利の消長に直結する主要事実
を処分することについても裁判所は口を挟むことはできないというべきである
（なお、ここでいう「処分」とは、当事者の明確な効果意思までは要求しな
い。当該事実を「判決の基礎にしない」（主張なし）、「判決の基礎にする」（自
白）という当事者の明確な認識・認容がなくても、「主張しない」あるいは
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「争わない」という当事者の態度（これは意思的な行動である）を法が「処
分」したと評価するのである
(26)
）。これに対し、間接事実は訴訟物たる権利に直
結するものではない。訴訟物たる権利の自由処分という理屈の支配力が弱ま
り、審理の円滑性、事実認定の適切さという他の価値基準の支配力が勝るので
ある。
エ 整理
当事者に委ねてよい、裁判所は心配しなくてよい、というレベルが「弱い当
事者主義」である。裁判所は立ち入ってはいけないというのが「強い当事者主
義」であり、これを歴史的に弁論主義と表現してきたのであろう
(27)(28)
。この「弱い
当事者主義」、「強い当事者主義」のルールが、池田説のいう「強い拘束力」、
「弱い拘束力」の意味であろうと思われる。加波説が証明不要効と審判排除効
の根拠が異なるとするのも根本を同じくする発想ではあるまいか。
民訴訟は「弱い当事者主義」である上記Ⅱ-ルールの意味で179条を置い
た。あくまで、「証明不要」という点を明らかにするだけであるから、（自白の
機能として争点縮減機能があるとしても）主張整理のレベルではなく、「証拠」
の章の冒頭に、証明の要否という観点から規定されたものと理解されるのであ
る。
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(26) 松本博之教授のいわれる「陳述の一致に対し法が与えた効果」、宇野聡教授がいわれ
る「制度的な効力の反映」（いずれも、前掲注）も同様の発想であろうと思われる。
(27) 一般に、弁論主義の定義は「判決の基礎たる資料の提出を当事者の責任かつ権能とす
る原則」とされ、弁論主義の内容としていわゆる「つのテーゼ」が語られる。この
「定義」は、本文の「弱い当事者主義」（Ⅰ-ルール）に当てはまり、「内容」が「強
い当事者主義」に当てはまる。この両者を同一のものとしたところに躓きのもとがある
のではなかろうか。
(28) 審判排除効・不可撤回効が「重要な間接事実」にまで及ぶという議論も、結局は強い
当事者主義の射程の問題として理解できる。加波説が「重要な間接事実」での区分へ収
斂したのも、あるいはそれを意識されたのではないか。
 結語
裁判上の自白には、「証拠調べによる事実認定を求めない意思」が認められ、
この結果、裁判所は証拠調べによる事実認定を免除される（証明不要効）。こ
の証明不要効は主要事実に限られず、すべての事実に及ぶ。民訴法179条は自
白についてこのような証明不要効を既定したものである。しかし、この段階は
「弱い当事者主義」を承認しただけであるから、さらに審判排除効まで認めら
れるには「強い当事者主義」の要請が働くことを要する。「強い当事者主義」
の対象領域は主要事実であるから、間接事実の自白は証明不要効を有するにと
どまる。
間接事実の自白の証明不要効という問題は、「重要な間接事実」が弁論主義
の射程に含まれるかという議論に取り込まれうるためか、これまであまり重視
されてこなかった。しかし、加波教授が「学生時代から感じていた自白に関す
る疑問のつ
(29)
」といわれ、山本克己教授が司法修習生時代の体験を踏まえて
「実務が証明不要効を前提に動いているのだとすると、その検討が不可欠だと
いうことは言うまでもない
(30)
」と指摘されるとおり、素朴であるが、理論として
は非常に重要な問題を含んでいるように思われるのである。
（2013年月脱稿）
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(29) 加波・前掲論文122頁。
(30) 山本克己・前掲論文81頁。
